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横 情 審 答 申 第 3 0 0 4号 

令 和 ５ 年 ７ 月 2 5日 

 

 

 横浜市長 山 中 竹 春 様  

 

                  横浜市情報公開・個人情報保護審査会 

                     会 長   藤 原 靜 雄 

 

 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第53条第１項の規定に基づく諮問に

ついて（答申） 

 

 

令和３年９月30日緑戸第536号による次の諮問について、別紙のとおり答申します。 

 

「被相続人 Ａ所有地 緑区特定町１特定地番等に係る住居表示（旧新

 新旧）対照表 緑区特定地区（特定町２～特定町８）の該当部分」の個

人情報非開示決定に対する審査請求についての諮問 



－１－ 

別 紙 

答     申 

１ 審査会の結論 

横浜市長が、「被相続人 Ａ所有地 緑区特定町１特定地番等に係る住居表示

（旧新 新旧）対照表 緑区特定地区（特定町２～特定町８）の該当部分」の保有

個人情報を非開示とした決定は、妥当である。 

２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、「被相続人 Ａ所有地 緑区特定町１特定地番等に係る

住居表示（旧新 新旧）対照表 緑区特定地区（特定町２～特定町８）の該当部

分」（以下「本件保有個人情報」という。）の個人情報本人開示請求（以下「本件

本人開示請求」という。）に対し、横浜市長（以下「実施機関」という。）が令和

３年６月３日付で行った個人情報非開示決定（以下「本件処分」という。）の取消

しを求めるというものである。 

３ 実施機関の非開示理由説明要旨 

本件保有個人情報については、審査請求人本人の情報ではなく、横浜市個人情報

の保護に関する条例（平成17年２月横浜市条例第６号。以下「旧条例」という。）

第20条に定める本人開示請求権を審査請求人が有するとは認められないため非開示

としたものであって、その理由は次のように要約される。 

(1) 旧条例第20条第１項では、「何人も、この条例の定めるところにより、実施機

関に対し、当該実施機関の保有する自己を本人とする保有個人情報の開示を請求

することができる。」と規定している。この「自己を本人とする保有個人情報」

とは、自分がその情報の本人となっている場合の保有個人情報をいい、他者の保

有個人情報やその他の情報は、本人開示請求の対象とはならない。 

(2) 審査請求人は被相続人Ａの所有地に係る情報の開示を求めていると解されるが、

本件本人開示請求の時点での「横浜市個人情報の保護に関する条例の解釈・運用

の手引」（以下「手引」という。）の旧条例第20条の運用欄には、「死者の個人

情報については、原則として本人開示請求の対象とならず、死者の個人情報の本

人開示請求を他者が行うことは認められない。」と明記されている。 

(3) 一方で、横浜市情報公開・個人情報保護審査会答申第492号及び第493号（以下

「先例答申」という。）では、本人開示請求制度の趣旨からすると、原則として



－２－ 

死者の個人情報は本人開示請求の対象とならないが、死者の個人情報であっても、

それが同時に本人開示請求者（以下「請求者」という。）本人の個人情報に該当

する場合もあり、そのような事情が認められる場合は、当該死者に関する個人情

報を自己の個人情報として本人開示請求の対象とすることも認められるとされて

いる。 

そして、先例答申では、その例として、①死亡した親の遺伝子情報、②請求者

が死者である被相続人から相続した財産に関する情報など当該個人情報が請求者

自身の個人情報と認められるもの、③請求者が死者である被相続人から相続した

不法行為による損害賠償請求権等に関する情報及び④近親者固有の慰謝料請求権

など死者の死に起因して相続以外の原因により請求者が取得した権利義務に関す

る情報の四つの情報を例示している。 

(4) 本件において、審査請求人が開示を求める保有個人情報は、審査請求人を本人

とする個人情報ではなく、審査請求人以外の死者の個人情報である。 

死者の個人情報については、上記のような場合に本人開示請求ができるが、審

査請求人が本件に係る開示請求書を提出した際及び審査請求書の提出時には、上

記①から④までに該当することが確認できる書類の提出等はなかった。 

(5) したがって、審査請求人が求める保有個人情報は、旧条例第20条第１項に規定

する自己を本人とする個人情報ではなく、また死者の個人情報について他者が本

人開示請求をできる例外に該当しないことから、審査請求人は本人開示請求権を

有しているとは認められないため、非開示とした。 

(6) なお、審査請求人が開示を求めている住居表示（旧新 新旧）対照表は、住居

表示実施時の居住者の氏名が記載されているものであり、土地所有者の氏名が記

載されているものではない。 

４ 審査請求人の本件処分に対する意見 

審査請求人が、審査請求書において主張している本件処分に対する意見は、次の

ように要約される。 

(1) 本件処分を取り消し、本件保有個人情報の全部を開示するよう求める。 

(2) 実施機関が非開示とした本件保有個人情報の内容は既に相続手続をされており、

同位相続人である審査請求人は遺産分割以前の情報を相続人として求めているた

め、非開示とすべき理由はなく、実施機関は判断を誤っていると考える。 
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５ 審査会の判断 

(1) 答申に当たっての適用条例について 

横浜市個人情報の保護に関する条例（令和４年12月横浜市条例第38号。以下

「新条例」という。）が令和５年４月１日に施行されたが、本件審査請求は旧条

例に基づきなされた処分に対するものであるため、当審査会は、新条例附則第３

項の規定により、旧条例の規定に基づき審議することとする。 

(2) 住居表示に係る事務について 

住居表示は全国的に実施されており、横浜市でも、住居表示に関する法律（昭

和37年法律第119号）及び横浜市住居表示に関する条例（昭和39年９月横浜市条例

第95号）に基づいて進められている。 

横浜市では、住居表示実施以前の旧住所、住居表示実施時の居住者の氏名又は

名称並びに新住所を記載した住居表示（旧新 新旧）対照表を作成している。当

該住居表示（旧新 新旧）対照表は、住居表示実施時の居住者の氏名又は名称を

除いて横浜市のホームページで公表されている。 

住居表示に係る事務のうち、住居表示台帳等の閲覧や写しの交付等に関するこ

とは、各区の総務部戸籍課で担当している。 

(3) 本件本人開示請求について 

本件本人開示請求は、審査請求人がその被相続人であるＡの所有地と主張する

緑区特定町１特定地番等について、その住居表示（旧新 新旧）対照表の開示を

求めたものである。 

(4) 本件保有個人情報について 

本件保有個人情報は、緑区特定地区の住居表示（旧新 新旧）対照表のうち、

Ａの所有地に該当する部分である。実施機関は、本件保有個人情報は審査請求人

の「自己を本人とする保有個人情報」ではなく、また、死者の個人情報について

他者が本人開示請求をできる場合にも該当しないとして、非開示としている。 

(5) 本人開示請求権について 

ア 旧条例第20条第１項では、「何人も・・・当該実施機関の保有する自己を本

人とする保有個人情報の開示を請求することができる。」と規定している。同

項の「自己を本人とする保有個人情報」とは、自分がその情報の本人となって

いる場合の保有個人情報をいうところ、死者の個人情報は、生存する請求者に

とって自分がその情報の本人となっている保有個人情報とはならないから、原
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則として、本人開示請求の対象とならない。 

イ 本件本人開示請求は、Ａの所有地に関する情報について、その相続人である

と主張する審査請求人が開示を求めたものである。 

死者の個人情報に関する旧条例の本人開示請求権の基本的な考え方は、実施

機関が上記３(3)で引用するとおりである。また、そのほかに先例答申では、未

成年者である自分の子に関する情報などについて、死者に関する情報であって

も、社会通念上、請求者自身の個人情報とみなし得るほど請求者と密接な関係

がある情報等であれば、本人開示請求の対象とすることが認められる場合もあ

るとしている。 

この考え方は、現時点においても基本的に妥当である。 

ウ 以上のような観点から本件について検討すると、本件保有個人情報はＡの所

有地に関するものであり、審査請求人本人の個人情報ではないため、原則とし

て本件本人開示請求の対象とすることはできない。 

  次に、本件保有個人情報は、Ａの所有地に関する情報であることから上記３

(3)①、③及び④には当たらないし、本件本人開示請求に係る土地を審査請求人

がＡから相続したことを確認できる文書が審査請求人から提出されていないこ

とから上記３(3)②に当たるともいえない。 

 また、本件保有個人情報は、上記イの「社会通念上、請求者自身の個人情報

とみなし得るほど請求者と密接な関係がある情報等」に当たるともいえない。 

エ なお、死者の個人情報について本人開示請求ができる情報として、上記イの

ほか、手引の旧条例第20条の運用欄においては、「他の制度において、遺族等

に開示することが適当であるとされている情報」を挙げているが、本件保有個

人情報は、これにも該当しない。 

オ 審査請求人は、その他縷々主張するが、いずれも当審査会の判断を左右する

ものではない。 

カ したがって、本件保有個人情報は、審査請求人本人の個人情報として本人開

示請求の対象となる個人情報とは認められない。 

(6) 結論 

以上のとおり、実施機関が本件本人開示請求について、審査請求人が本人開示

請求権を有するとは認められないとして非開示とした決定は、妥当である。 
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（第二部会） 

委員 金子正史、委員 西川佳代、委員 飯島奈津子 

 

 

《 参  考 》 

審  査  会  の  経  過 

年 月 日 審  査  の  経  過 

令 和 ３ 年 ９ 月 3 0 日 ・実施機関から諮問書及び弁明書の写しを受理 

令 和 ３ 年 1 0 月 1 1 日 

（第274回第三部会） 

令 和 ３ 年 1 0 月 2 6 日 

（第354回第一部会） 

令 和 ３ 年 1 0 月 2 7 日 

（第407回第二部会） 

・諮問の報告 

令 和 ５ 年 ４ 月 2 6 日 

（第436回第二部会） 
・審議 

令 和 ５ 年 ５ 月 2 4 日 

（第437回第二部会） 
・審議 

令 和 ５ 年 ６ 月 1 3 日 

（第438回第二部会） 
・審議 

 


